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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　帯状の可撓性基板を、その幅方向を鉛直方向にして水平方向に搬送しながら、前記基板
の搬送経路に設置された成膜部にて、前記基板の表面に薄膜を積層形成する薄膜積層体の
製造装置において、
　前記基板の上側縁部を所定の挟持圧にて挟持しつつ送出可能な上側挟持ローラ、および
該上側挟持ローラを回転可能かつ相互に接離可能に支持する上側支持機構部を含む上側展
張ユニットと、
　前記基板の下側縁部を所定の挟持圧にて挟持しつつ送出可能な下側挟持ローラ、および
該下側挟持ローラを回転可能かつ相互に接離可能に支持する下側支持機構部を含む下側展
張ユニットと、を備え、
　前記上下各側展張ユニットは、上下各側で略搬送方向に並設されかつ共通のフレームを
介して一体化された複数の支持機構部と複数対の挟持ローラとを含み、前記複数対の挟持
ローラの挟持部における回転方向が上下各側で一直線上に配列されており、前記上下各側
の共通フレームは、それぞれ基板搬送面と交差する方向の軸回りに揺動可能に支持され、
前記各上側挟持ローラの挟持部における回転方向が前記基板の搬送方向に対して斜上方に
向かう偏角を有しかつ前記各下側挟持ローラの挟持部における回転方向が前記基板の搬送
方向に対して斜下方に向かう偏角を有する第１角位置と、前記各上側挟持ローラおよび前
記各下側挟持ローラの挟持部における回転方向がそれぞれ前記第１角位置と逆方向の偏角
を有する第２角位置とに一斉に切換可能に構成されていることを特徴とする薄膜積層体の
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製造装置。
【請求項２】
　前記上下各側展張ユニットの揺動軸とずれたそれぞれの連結点と、前記揺動軸を挟んで
前記連結点と反対側に位置したそれぞれの固定中立点との間に介装され、前記上下各側の
展張ユニットを、それぞれ前記第１角位置と前記第２角位置とに保持可能なトグル機構を
構成する上下各側スプリングを備えたことを特徴とする請求項１に記載の薄膜積層体の製
造装置。
【請求項３】
　前記上下各側展張ユニットの揺動軸とずれたそれぞれの連結点が、前記揺動軸を挟んで
前記連結点と反対側に位置した駆動手段にスプリングを介して連結されており、前記駆動
手段の基板搬送方向の進退変位によって、前記上下各側展張ユニットを、前記第１角位置
と前記第２角位置とに切換可能であることを特徴とする請求項１に記載の薄膜積層体の製
造装置。
【請求項４】
　前記上下各側展張ユニットを、前記第１角位置と前記第２角位置との間で揺動変位させ
る駆動手段と、前記基板の上下端位置をそれぞれ検出する上下各側のセンサと、前記上下
各側のセンサの検出値に基づいて前記駆動手段を制御する制御手段と、を備えたことを特
徴とする請求項１に記載の薄膜積層体の製造装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、帯状可撓性基板上に複数の薄膜を形成して、薄膜光電変換素子などの薄膜積
層体を製造する装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　半導体薄膜などの薄膜積層体の基板には、通常、剛性基板が用いられるが、軽量でロー
ルを介した取り扱いの利便性による生産性向上やコスト低減を目的として、プラスチック
フィルムなどの可撓性基板が用いられる場合がある。例えば、特許文献１には、巻出しロ
ールから供給される帯状可撓性基板（ポリイミドフィルム）を所定のピッチで間欠的に搬
送しながら、前記可撓性基板の搬送方向に配列された複数の成膜ユニットで、前記可撓性
基板上に性質の異なる複数の薄膜を積層形成し、製品ロールとして巻取る薄膜積層体の製
造装置が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００５－７２４０８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　このような薄膜積層体の製造装置には、帯状可撓性基板の幅方向を水平方向に一致させ
て搬送しつつ成膜を行なうタイプと、帯状可撓性基板の幅方向を鉛直方向に一致させて搬
送しつつ成膜を行なうタイプがある。後者は前者に比べて設置面積が小さく、基板表面が
汚染されにくい等の利点があるが、搬送スパンが長くなると、重力に抗して搬送高さを一
定に維持するのが困難になり、可撓性基板の表面に皺が発生したり、可撓性基板が垂れ下
がったりする傾向が顕著になる。
【０００５】
　特許文献１には、可撓性基板のステップ搬送における停止期間中に、可撓性基板の上下
の側縁部を把持部材（パッド）で把持して幅方向に引張する装置が開示されている。しか
し、この装置は、可撓性基板の把持と引張、解放を反復するため、可撓性基板の搬送高さ
を一定に維持することは困難であり、また、可撓性基板を連続的に搬送しつつ成膜を行な
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う連続成膜装置には実施できない。
【０００６】
　そこで、可撓性基板の上下の側縁部を挟持する上側および下側挟持ローラを成膜部間に
配設し、それぞれの挟持ローラの挟持部における回転方向を、可撓性基板の搬送方向に対
して斜上方および斜下方に向かう偏角を有するようにして、可撓性基板の上下の側縁部に
上方および下方に向かう持ち上げ力および引き下げ力を作用させ、可撓性基板を展張しか
つその搬送高さを一定に維持可能とする薄膜積層体の製造装置が開発されている。
【０００７】
　この装置は、可撓性基板を上下幅方向に展張して張力皺や加熱皺を抑制するうえで有利
であるが、可撓性基板の逆方向への搬送を含む往復成膜プロセスには直ちに適用できない
。可撓性基板を逆方向に搬送すると、上記偏角による持ち上げ力および引き下げ力が逆方
向に作用し、各挟持ローラから可撓性基板が離脱する問題を生じる。
【０００８】
　本発明は、上記のような問題点に鑑みてなされたものであり、その目的は、帯状可撓性
基板を縦姿勢で搬送しつつも可撓性基板の下垂や皺の発生を広範囲に亘って抑制でき、高
品質の製品を製造可能であると共に、可撓性基板の逆方向への搬送にも対応可能な薄膜積
層体の製造装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記目的を達成するために、本発明は、帯状の可撓性基板を、その幅方向を鉛直方向に
して水平方向に搬送しながら、前記基板の搬送経路に設置された成膜部にて、前記基板の
表面に薄膜を積層形成する薄膜積層体の製造装置において、前記基板の上側縁部を所定の
挟持圧にて挟持しつつ送出可能な少なくとも一対の上側挟持ローラ、および前記少なくと
も一対の上側挟持ローラを回転可能かつ相互に接離可能に支持する上側支持機構部を含む
上側展張ユニットと、前記基板の下側縁部を所定の挟持圧にて挟持しつつ送出可能な少な
くとも一対の下側挟持ローラ、および前記少なくとも一対の下側挟持ローラを回転可能か
つ相互に接離可能に支持する下側支持機構部を含む下側展張ユニットと、を備え、前記上
下各側展張ユニットは、上下各側で略搬送方向に並設されかつ共通のフレームを介して一
体化された複数の支持機構部と複数対の挟持ローラとを含み、前記複数対の挟持ローラの
挟持部における回転方向が上下各側で一直線上に配列されており、前記上下各側の共通フ
レームは、それぞれ基板搬送面と交差する方向の軸回りに揺動可能に支持され、前記各上
側挟持ローラの挟持部における回転方向が前記基板の搬送方向に対して斜上方に向かう偏
角を有しかつ前記各下側挟持ローラの挟持部における回転方向が前記基板の搬送方向に対
して斜下方に向かう偏角を有する第１角位置と、前記各上側挟持ローラおよび前記各下側
挟持ローラの挟持部における回転方向がそれぞれ前記第１角位置と逆方向の偏角を有する
第２角位置とに一斉に切換可能に構成されていることを特徴とする薄膜積層体の製造装置
にある。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明に係る薄膜積層体の製造装置は、上記の通り構成されているので、挟持ローラお
よびその支持機構部を含む上下各側展張ユニットの揺動角度を切換ることで、可撓性基板
の第１の搬送方向への搬送時に上下幅方向の展張力を生じさせる第１角位置と、前記第１
搬送方向と逆方向への搬送時に上下幅方向の展張力を生じさせる第２角位置とに切換可能
であり、可撓性基板の正逆両方向への搬送を含む成膜プロセスにおいても可撓性基板の下
垂や皺を抑制でき、かつ、このような正逆両方向に対応可能な展張システムを安価に構成
できる。
【００１１】
　加えて、前記上下各側展張ユニットは、上下各側で共通のフレームを介して一体化され
た複数の支持機構部と複数対の挟持ローラとを含み、上下各側の前記複数対の挟持ローラ
の挟持部における回転方向が上下各側で一直線上に配列され、かつ、前記第１角位置と前
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記第２角位置とに一斉に切換可能であるので、可撓性基板の正逆両方向への搬送を含む成
膜プロセスに対応しつつ、正逆それぞれの搬送時に可撓性基板の広範囲に亘って安定的に
展張力を作用させ、可撓性基板の下垂や皺の発生を広範囲に亘って抑制可能となり、高品
質の薄膜積層体を製造する上で有利である。
【００１２】
　本発明の好適な態様では、前記上下各側展張ユニットの揺動軸とずれたそれぞれの連結
点と、前記揺動軸を挟んで前記連結点と反対側に位置したそれぞれの固定中立点との間に
介装され、前記上下各側の展張ユニットを、それぞれ前記第１角位置と前記第２角位置と
に保持可能なトグル機構を構成する上下各側スプリングを備えている。この構成により、
可撓性基板の正方向および逆方向への搬送力を利用して、上下各側の展張ユニットを正逆
方向に反転させることができる。
【００１３】
　また、本発明の他の好適な態様では、前記上下各側展張ユニットの揺動軸とずれたそれ
ぞれの連結点が、前記揺動軸を挟んで前記連結点と反対側に位置した駆動手段にスプリン
グを介して連結されており、前記駆動手段の基板搬送方向の進退変位によって、前記上下
各側展張ユニットを、前記第１角位置と前記第２角位置とに切換可能である。この構成で
は、駆動手段自体に厳密な位置制御を必要とせず、中立点を跨ぐ進退往復動だけで、上下
各側展張ユニットを正逆方向に反転させることができ、迅速な切換動作が行えるとともに
、スプリングによる緩衝作用も期待できる。
【００１４】
　また、本発明の他の好適な態様では、前記上下各側展張ユニットを、前記第１角位置と
前記第２角位置との間で揺動変位させる駆動手段と、前記基板の上下端位置をそれぞれ検
出する上下各側のセンサと、前記上下各側のセンサの検出値に基づいて前記駆動手段を制
御する制御手段と、を備えている。この構成では、上下各側展張ユニットの正逆反転を行
なう駆動手段に揺動角度の制御を必要とするものの、正逆両方向の搬送において可撓性基
板の展張度および上下端位置を積極的に制御できる利点がある。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】（ａ）は正方向搬送時、（ｂ）は逆方向搬送時における本発明第１実施形態に係
る展張ユニットを示す概略側面図である。
【図２】図１（ａ）のＡ－Ａ断面図である。
【図３】本発明第２実施形態に係る上側展張ユニットを示す斜視図である。
【図４】（ａ）は正方向搬送時、（ｂ）は逆方向搬送時における本発明第３実施形態に係
る上側展張ユニットを示す要部側面図である。
【図５】本発明第４実施形態に係る上側展張ユニットを備えた薄膜積層体の製造装置の正
方向搬送時における概略側面図である。
【図６】本発明第４実施形態に係る上側展張ユニットを備えた薄膜積層体の製造装置の逆
方向搬送時における概略側面図である。
【図７】図５のＢ－Ｂ断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　以下、本発明の実施形態について図面を参照しながら詳細に説明する。
【００１７】
　図１は、本発明第１実施形態に係る上側および下側展張ユニット１００，１００′を示
す概略側面図であり、図２は搬送方向Ｆ（正方向）下流側から見た正面図である。上側お
よび下側展張ユニット１００，１００′は、基本的に同構造であり、それぞれ、可撓性基
板１の上下各側縁部を挟持する各２対の挟持ローラ３，３′を備えている。なお、図３に
示す第２実施形態の上側展張ユニット２００も、基本的に同構造であり、挟持ローラ部の
詳細かつ立体的な構造は、図３を参照することでより明確になる。
【００１８】
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　図１～図３において、各対における挟持ローラの一方は固定ローラ３１，３１、他方は
可動ローラ３２，３２であり、それぞれ固定側および可動側支持部材３３，３３，３４，
３４の下端部（ローラ支軸）に、スラスト荷重を受圧できるようにベアリングを介して回
転自在に支持され、上下各側の２対の挟持ローラ３，３′は、いずれも挟持部における回
転方向（τ）が一直線上に配列されている。
【００１９】
　各対における固定側支持部材３３，３３は、それらの基部から、対応する可動側支持部
材３４，３４の基端部側に延出した腕部（３４ａ，３４ａ）を有し、該各腕部おいて対応
する可動側支持部材３４，３４の基部が、軸３４ａ，３４ａを介して固定側支持部材３３
に接離する方向に揺動可能に支持され、さらに、対応する固定側支持部材３３と可動側支
持部材３４の中間部にスプリング３６（引張スプリング）が張架されることによって、各
可動ローラ３２が対応する固定ローラ３１に圧接されるように構成されている。
【００２０】
　各対における固定側支持部材３３，３３は、基板搬送方向に延在する連結フレーム３５
（共通ローラフレーム）を介して一体に連結され、連結フレーム３５の中央部から延出し
た腕部（３５ａ）において、搬送面と交差方向に延在する軸３５ａを介して固定ブラケッ
ト３７に揺動可能に支持され、かつ、それらの揺動範囲が、図１に示すように、連結フレ
ーム３５の図中左側に連結された固定側支持部材３３の上面が第１ストッパ４１に当接す
る第１角位置（ａ）と、連結フレーム３５の図中右側に連結された固定側支持部材３３の
上面が第２ストッパ４２に当接する第２角位置（ｂ）との間で規制されている。
【００２１】
　そして、第１実施形態の展張ユニット１００，１００′では、図１および図２に示すよ
うに、連結フレーム３５の中央部から前記腕部（３５ａ）と反対側に延出した腕部（３８
ａ）と、固定ブラケット３７のピン３８ｂとの間にスプリング３８（引張スプリング、ト
グルスプリング）が張架されている。ピン３８ｂは、軸３５ａと搬送方向Ｆ（Ｒ）におい
て同位置にあり、腕部（３８ａ）の揺動軌跡、すなわち上下各側展張ユニット１００，１
００′の揺動軌跡の中立点にある。
【００２２】
　この構成により、上下各側展張ユニット１００，１００′は、搬送方向Ｆ（Ｒ）の力、
すなわち図示しない搬送手段による搬送力が可撓性基板１に作用していない状態では、ト
グル機構を構成する上記スプリング３８の付勢により、図１に示す第１角位置（ａ）と第
２角位置（ｂ）のいずれかに保持されている。この状態から、図１（ａ）に示すように、
可撓性基板１に図中左方向に向かう正方向の搬送力（Ｆ）が作用すると、上下各側展張ユ
ニット１００，１００′は、搬送力（Ｆ）によって図中左側に揺動し、第１ストッパ４１
に当接する第１角位置（ａ）に保持される。
【００２３】
　この第１角位置（ａ）では、上側挟持ローラ３，３の挟持部における回転方向（τ）が
、可撓性基板１の搬送方向Ｆに対して斜上方に向かう偏角を有し、かつ、下側挟持ローラ
３′，３′の挟持部における回転方向（τ）が搬送方向Ｆに対して斜下方に向かう偏角を
有することにより、上下各側の挟持ローラ３，３，３′，３′で挟持されつつ送出される
可撓性基板１の上側縁部および下側縁部に、それぞれ上方行および下方行に向かう展張力
τ，τが作用し、この展張力τ，τによって、可撓性基板１が上下幅方向に展張され、張
力皺や加熱皺が抑制され、高い平面度に維持された可撓性基板１に対して成膜プロセスが
実施されることで、高品質の薄膜を形成可能となる。
【００２４】
　上記正方向への搬送による成膜プロセスが終了した後、図１（ｂ）に示すように、可撓
性基板１の逆方向の搬送（Ｒ）が開始され、可撓性基板１に図中右方向に向かう逆方向の
搬送力（Ｒ）が作用すると、上下各側展張ユニット１００，１００′は、搬送力（Ｒ）に
より、スプリング３８の付勢に抗して図中右側に揺動し、第２ストッパ４２に当接する第
２角位置（ｂ）に保持され、上下各側の挟持ローラ３，３，３′，３′で挟持されつつ送
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出される可撓性基板１の上側縁部および下側縁部に、それぞれ上方行および下方行に向か
う展張力τ，τが作用し、この展張力τ，τによって、正方向への搬送時と同様に可撓性
基板１が上下幅方向に展張されることになる。
【００２５】
　上記第１実施形態では、可撓性基板１に対する正逆両方向への搬送力（Ｆ，Ｒ）を利用
して上下各側展張ユニット１００，１００′を反転させる場合を示したが、図３に示す第
２実施形態に係る上下各側の展張ユニット２００（２００′）では、可撓性基板１の正逆
搬送方向の転換と同期して駆動されるアクチュエータ４０により、展張ユニット２００（
２００′）の角位置を強制的に反転させる構成としてある。
【００２６】
　図３には、上側展張ユニット２００のみ示されているが、下側展張ユニット（２００′
）も基本的に同構造であり、同じ展張ユニットを上下逆にして用いる。第２実施形態の展
張ユニット２００（２００′）では、スプリング３８の固定側支持点（３８ｂ）が、可撓
性基板１の搬送方向（Ｆ，Ｒ）の平行に延在するガイド部材３９内で摺動可能に支持され
ているピン３８ｂに連結され、このピン３８ｂは、アクチュエータ４０（リニアアクチュ
エータ）の出力ロッドに回動可能に支持されている。
【００２７】
　この構成により、図中左側に向かう可撓性基板１の正方向（Ｆ）への搬送時には、図３
に実線で示されるように、アクチュエータ４０の出力ロッドを突出させ、ピン３８ｂを機
構上の中立点（３５ａ）より左側に位置させることにより、スプリング３８を介して展張
ユニット２００（２００′）が、第１ストッパ４１に当接する第１角位置（ａ）に強制的
に揺動され、展張ユニット２００（２００′）の搬送方向Ｆに対する偏角によって、可撓
性基板１の上側縁部（および下側縁部）に、先述した第１実施形態の場合と同様に展張力
τが作用し、可撓性基板１が上下幅方向に展張される。
【００２８】
　そして、可撓性基板１の正方向（Ｆ）から逆方向（Ｒ）への搬送方向の反転時に、アク
チュエータ４０の出力ロッドを没入させ、図中２点鎖線で示されるように、ピン３８ｂを
機構上の中立点（３５ａ）より右側に移動することにより、展張ユニット２００（２００
′）が、第２ストッパ４２に当接する第２角位置（ｂ）に強制的に反転され、正方向への
搬送時と同様に可撓性基板１が上下幅方向に展張されることになる。
【００２９】
　上記第１、第２実施形態では、上下各側の展張ユニット１００，２００が、いずれもス
プリング３８の付勢力で第１角位置（ａ）または第２角位置（ｂ）に保持される構成であ
るため、搬送方向の反転時や、間欠駆動の停止時などに、可撓性基板１に負荷される衝撃
を緩衝する効果も期待できる。
【００３０】
　次に、図４（ａ）（ｂ）は、それぞれ正方向（Ｆ）および逆方向（Ｒ）への各搬送時に
おける本発明に係る第３実施形態の上側展張ユニット３００を示す要部側面図である。上
述した各実施形態に係る展張ユニット１００，２００は、上下各側にそれぞれ２対の挟持
ローラを備える場合を示したが、第３実施形態の上側展張ユニット３００（下側展張ユニ
ット３００′も同構造）は、上下各側にそれぞれ１対の挟持ローラ３，３′を備えている
。各対の挟持ローラ３，３′の基本構造は、図７に示される第４実施形態と同様であり、
その詳細については後述する。
【００３１】
　図４（ａ）（ｂ）において、展張ユニット３００の挟持ローラ３の一方は固定ローラ３
１、他方は可動ローラ３２であり、それぞれ固定側および可動側支持部材３３，３４の下
端部（ローラ支軸）に、スラスト荷重を受圧できるようにベアリングを介して回転自在に
支持されている。固定側支持部材３３は、搬送方向と交差する方向の軸４５ａで揺動可能
に支持されたローラフレーム４５を上下に貫通した状態で、該ローラフレーム４５に固定
される一方、可動側支持部材３４は、該ローラフレーム４５に図示しない軸を介して固定
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側支持部材３３と接離する方向に揺動可能に支持され、かつ、固定側および可動側支持部
材３３，３４の上端部間に介装されたスプリング４６（圧縮スプリング）の弾発力により
可動ローラ３２が固定ローラ３１に圧接されるように構成されている。
【００３２】
　ローラフレーム４５の端部は軸４５ｂに回動可能に連結されたリンク４７を介して、ア
クチュエータ４８（モータ）の出力軸４８ａのクランクピン４８ｂに連結されている。ア
クチュエータ４８の出力軸４８ａには、クランクピン４８ｂに対して周方向の各側にスト
ッパーピン４８ｃ，４８ｄが突設される一方、アクチュエータ４８のハウジングには、前
記ストッパーピン４８ｃ，４８ｄの回動軌跡と交差するように延出した第１および第２の
ストッパーブロック５１，５２が固定されている。さらに、アクチュエータ出力軸４８ａ
のクランクピン４８ｂの近傍には、アシストスプリング５０の一端が連結され、アシスト
スプリング５０の他端は、図示しないブラケット上の中立点に連結されている。
【００３３】
　この第３実施形態の展張ユニット３００は、図４（ａ）に示す正方向（Ｆ）への搬送時
には、アクチュエータ出力軸４８ａが図中時計方向に回動し、アシストスプリング５０の
付勢により、ストッパーピン４８ｃが第１ストッパーブロック５１に当接する第１各位置
（ａ）に保持されることで、ローラフレーム４５およびそれと一体的に揺動する上側挟持
ローラ３の挟持部における回転方向が、図中左方向に向かう可撓性基板１の搬送方向Ｆに
対して斜上方に向かう偏角＋θを有し、同様に図示しない下側挟持ローラ３′の挟持部に
おける回転方向が、搬送方向Ｆに対して斜下方に向かう偏角（－θ）を有することにより
、可撓性基板１が上下幅方向に展張される。
【００３４】
　正方向（Ｆ）から逆方向（Ｒ）への反転時には、図４（ｂ）に示すように、アクチュエ
ータ出力軸４８ａが図中反時計方向に回動し、アシストスプリング５０の付勢により、ス
トッパーピン４８ｄが第２ストッパーブロック５２に当接する第２角位置（ｂ）に保持さ
れ、ローラフレーム４５およびそれと一体的に揺動する上側挟持ローラ３の挟持部におけ
る回転方向が反転され、図中右方向に向かう可撓性基板１の搬送方向Ｒに対して斜上方（
斜下方）に向かう偏角＋θ（－θ）を有することにより、可撓性基板１が上下幅方向に展
張される。
【００３５】
　次に、図５～図７は、本発明に係る第４実施形態の展張ユニット４００，４００′を可
撓性基板１の搬送経路の上下各側に備えた薄膜積層体製造装置を示している。薄膜積層体
製造装置は、可撓性基板１（フレキシブルフィルム）を、その幅方向を鉛直方向にして水
平方向に搬送しつつ、その搬送経路に沿って並設された少なくとも１つの成膜部２におい
て可撓性基板１の表面に薄膜を積層形成するものである。
【００３６】
　成膜部２の搬送方向上流側および下流側には、可撓性基板１を成膜部２に案内するガイ
ドロール４，５が配設され、それらの搬送方向上流側および下流側には、搬送手段を構成
するフィードローラやテンションローラを介して可撓性基板１の巻出し／巻取りロールが
配設されている。フィードローラや巻出し／巻取りロールなどの駆動系は、往復成膜プロ
セスに対応すべく正逆両方向に駆動可能な駆動系が採用される。成膜部２および搬送手段
は、所定の真空度に維持された真空室内に配置され、その基本構成は従来と同様であるた
め図示を省略する。
【００３７】
　成膜部２は、プラズマＣＶＤなどの化学蒸着や、スパッタなどの物理蒸着を行なうため
の蒸着装置で構成され、図７に示すように、可撓性基板１を挟んでその両側に対向配置さ
れた電極２１（高周波電極またはターゲット）と、ヒータを内蔵した接地電極２２とを備
えている。これら電極２１および接地電極２２は、可撓性基板１に対して所定のギャップ
を有して固定的に配置され、非接触で連続成膜を行なうように構成されている。
【００３８】
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　可撓性基板１は、搬送手段により所定の搬送張力を付与されて上記ガイドロール４，５
間に張架され、かつ前記ヒータで加熱されつつ成膜部２を搬送されるため、上下幅方向中
央付近で張力皺や加熱皺が生じ易いこと、自重による垂下が生じうることは既に述べた通
りである。そこで、第４実施形態の展張ユニット４００，４００′は、成膜部２の広範囲
に亘って可撓性基板１を展張し、張力皺や加熱皺を抑制するために、搬送経路の上下各側
に、搬送方向Ｆ（Ｒ）に沿って各６つの挟持ローラ３，３′が並設されている。
【００３９】
　上下の各挟持ローラ３，３′は、基本的に同構造であり、図７に示すように、挟持ロー
ラの一方は固定ローラ３１、他方は可動ローラ３２であり、固定側および可動側支持部材
３３，３４の下端部（ローラ支軸）に、スラスト荷重を受圧できるようにベアリングを介
して回転自在に支持されている。
【００４０】
　各挟持ローラ３，３′の固定側支持部材３３は、搬送方向と交差する方向の軸５５ａで
揺動可能に支持されたローラフレーム５５を上下に貫通した状態で、該ローラフレーム５
５に固定される一方、可動側支持部材３４は、該ローラフレーム５５に図示しない軸を介
して揺動可能に支持され、かつ、固定側および可動側支持部材３３，３４の上端部３３ｂ
，３４ｂ間に介装されたスプリング５６（圧縮スプリング）の弾発力により可動ローラ３
２が固定ローラ３１に圧接されるように構成されている。
【００４１】
　また、スプリング５６の一端と、固定側支持部材３３の上端部３３ｂとの間には、調整
ネジ５６ａが設けられており、該調整ネジ５６ａを回動してスプリング５６の初期変位を
調整することにより、挟持ローラ３（３１，３２）の加圧力すなわち可撓性基板１に対す
る挟持力を調整可能である。
【００４２】
　上下各側の各挟持ローラ３，３′は、上下各側で共通のローラフレーム５５，５５′に
より、挟持部における回転方向が一直線上に配列されるように支持されている。ローラフ
レーム５５，５５′の一端は第３実施形態と同様にリンク５７，５７′を介してアクチュ
エータ５８，５８′の出力軸に連結され、アクチュエータ５８，５８′の駆動により、図
５に示す第１角位置と、図６に示す第２角位置との間で、その揺動角を調整可能となって
いる。
【００４３】
　さらに、成膜部２の上下各側には、可撓性基板１の上端位置および下端位置を検出する
センサ６，６′が配設され、センサ６，６′は、図示しない制御装置に接続されている。
該制御装置は、各センサ６，６′の検出値に基づいてアクチュエータ５８，５８′を制御
し、上下のローラフレーム５５，５５′の角変位を制御するように設定されている。
【００４４】
　以上のように構成された第４実施形態の展張ユニット４００，４００′は、図５に示す
正方向（Ｆ）への搬送時には、アクチュエータ５８，５８′の駆動により、上下各側に共
通のローラフレーム５５，５５′で支持された各上側挟持ローラ３，３′の挟持部におけ
る回転方向が、図中左方向に向かう可撓性基板１の搬送方向Ｆに対して斜上方に向かう偏
角＋θを有し、下側挟持ローラ３′の挟持部における回転方向が、搬送方向Ｆに対して斜
下方に向かう偏角－θを有することにより、可撓性基板１が上下幅方向に展張される。こ
の際、センサ６，６′の検出値に基づいてアクチュエータ５８，５８′を制御し、上下各
側の挟持ローラ３，３′の偏角＋θ，－θを一斉に調整することで、可撓性基板１の上端
位置および下端位置を一定に維持し、したがって可撓性基板１の展張度を一定に維持する
ことが可能となる。
【００４５】
　また、正方向（Ｆ）から逆方向（Ｒ）への反転時には、図６に示すように、アクチュエ
ータ５８，５８′により、上下各側のローラフレーム５５，５５′を一斉に反転させ、ロ
ーラフレーム５５，５５′で支持された各上側挟持ローラ３，３′の挟持部における回転
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方向を一斉に反転させ、さらに、図中右方向に向かう可撓性基板１の搬送方向Ｒに対して
斜上方（斜下方）に向かう偏角＋θ（－θ）を一斉に制御することで、正方向と同様に、
可撓性基板１の上端位置および下端位置を制御し、可撓性基板１の展張度を一定に維持す
ることが可能となる。
【００４６】
　以上、本発明の実施の形態につき述べたが、本発明は上記実施形態に限定されるもので
はなく、上記以外にも本発明の技術的思想に基づいてさらに各種の変形および変更が可能
である。
【００４７】
　例えば、上記各実施形態では、スプリング３６，４６，５６にコイルスプリングを用い
る場合を示したが、それ以外の、スパイラルスプリング、トーションスプリング、リーフ
スプリング等、各種スプリングに変更されても良い。さらに固定側および可動側支持部材
が相互に接離する形態を、直線的な摺動で代替することもできるが、効率的には揺動（枢
回動）が有利である。
【００４８】
　また、上記各実施形態では、各展張ユニットにおける挟持ローラの一方が固定ローラで
ある場合を示したが、挟持ローラの両方を可動ローラとすることもできる。その場合、例
えば、各支持部材（３３，３４）が、共にローラフレーム（３５，４５，５５）に揺動可
能に支持される形態で実施できる。
【００４９】
　また、上記実施形態では、本発明を、可撓性基板を連続的に搬送しながら成膜処理を行
なう連続成膜プロセスに実施する場合を示したが、本発明はこれに限定されるものではな
く、可撓性基板を間欠的に搬送しその停止期間中に各成膜部で成膜処理を行なうステップ
成膜プロセスに実施することも可能である。
【００５０】
　本発明は、太陽電池用の薄膜積層体の製造装置の他に、有機ＥＬ等の半導体薄膜など、
可撓性基板を用いた各種薄膜積層体の製造装置や処理装置に適用できる。
【符号の説明】
【００５１】
１　可撓性基板
２　成膜部
３　挟持ローラ
４，５　ガイドロール
６　センサ
２０　固定枠部
２１　電極
２２　接地電極
３１　固定ローラ
３２　可動ローラ
３３　固定側支持部材
３４　可動側支持部材
３５　連結フレーム（共通ローラフレーム）
３６，４６，５６　スプリング
３８　スプリング
４１　第１ストッパ
４２　第２ストッパ
４５，５５　ローラフレーム
４８，５８　アクチュエータ（駆動手段）
５０　アシストスプリング
５１　第１ストッパーブロック
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５２　第２ストッパーブロック
１００，２００，３００，４００　展張ユニット

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】
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